


(2)その他の関連する現状等

水産物消費量の減少要因として，食生活の変化や消費者ニーズに対応した商品（調

理済み等の簡便化商品）が提供されていないことによる消費者の魚離れも一 因である

ことから，消費者が魚をおいしく食べるための調理教室の開催や新たな調理レシヒ
゜

を開

発し，地産地消の推進に取り組むなど，関係者間での連携を図る必要がある。

3活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランに係る成果及び課題等
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に共同出荷することにより，輸送コストの削減に引き続き取り組む。
活用する支援措 ・離島漁業再生支援交付金（国）
罹等 ・種子島周辺漁業対策事業(]AXA)

• 水産業成長産業化沿岸地域創出事業（国）
・熊毛のさかな魅力発見•発信事業（県）
・漁業生産の担い手育成確保事業（県）
・漁業人材育成総合支援事業（国）

(4)関連機関等の連携
・加工品の開発や魚食普及活動については，地元の漁業集落と連携して行う。
・加工品の開発については，県水産技術開発センターで研修を行うとともに，技術的な助

言をもらう。
・急速冷凍加工品の商品化，島外への地魚販売については，鹿児島県漁業協同組合連

合会や水産加工販売業者と協力して行う。

4 目標
(1)数値目標
二盲祠］上11. 99% I基準年 1令和元年：漁業所得

目標年 令和6年：漁業所得

(2)上記の算出方法及びその妥当性

千円
千円

(3)所得目標以外の成果目標
1新商品の開発 性門門二」令和元年：
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0千円
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